
北海道森林管理局入札監視委員会審議概要

（ホームページ掲載日：平成２８年４月１日）

開 催 日 及 び 場 所 平成２８年３月２５日（金曜日） 第２会議室
委 員 荒 島 裕 雅 （荒島裕雅税理士事務所）

寺 田 昌 人 （寺田公認会計士事務所）
野 口 幹 夫 （中島・野口法律事務所）

審 議 対 象 期 間 平成２７年１０月１日～平成２７年１２月３１日

審 議 対 象 案 件 １７７件 うち、１者応札案件６０件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 ２件
１４件 うち、１者応札案件 ４件
（抽出率７．９％） （抽出率６.７％）

抽 出 案 件
契約の相手方が公益社団法人等の案件 １件

（抽出率５０．０％）
２件 うち、１者応札案件 ０件

一 般 競 争
契約の相手方が公益社団法人等の案件 ０件

公募型指名競争 該当なし
指
名
競 工事希望型競争 該当なし

工事 争

その他の指名競争 該当なし

随 意 契 約 ０件

２件 うち、１者応札案件 ０件
一 般 競 争

契約の相手方が公益社団法人等の案件 ０件

公募型競争 該当なし
指
名
競 簡易公募型競争 該当なし
争

その他の指名競争 該当なし
業務

公募型プロポーザル 該当なし
抽
出
案 随 簡易公募型プロポー 該当なし
件 意 ザル
内 契
訳 約 標準型プロポーザル 該当なし

その他の随意契約 ２件



８件 うち、１者応札案件 ４件
一 般 競 争

契約の相手方が公益社団法人等の案件 １件

物品・ 指 名 競 争 該当なし
役務等

随意契約（企画競争・公 該当なし
募）

随意契約（その他） ０件

（特記事項）

意見・質問 回 答

委員からの意見・質問、それに対する １ 生産事業抽出案件（D2） １ 本事業については、「競争の
回答等 これまで生産事業の抽出案 導入による公共サービスの改革

件については、いずれも単年 に関する法律」に基づき、公共
度契約となっていたが、本件 サービス改革基本方針において
については、複数年（３年 民間競争入札の対象として選定
間）での契約となっているが された国有林の間伐等事業につ
理由は如何に。 いて、複数年の事業を一括発注

する民間競争入札（市場化テス
ト）として、伐採から植付まで
の事業を発注し、契約を締結し
たもの。
入札に当たっては、「競争の

導入による公共サービスの改革
に関する法律」の趣旨に基づ
き、民間事業者の創意工夫を促
し、より効率的な事業実施のた
め企画提案方式とし、さらに総
合評価落札方式により実施して
いる。

２ 事業地の選定条件はあるの ２ 事業地の選定の条件として、
か。また、今回の契約以外 概ね100～200haの事業地面積を
で、「競争の導入による公共 有しおり、かつ、国有林野施業
サービスの改革に関する法 実施計画における計画期間が３
律」に基づき複数年契約を実 年以上残っていることが条件で
施している箇所はあるのか。 あり、これらを満たしている箇

所を選んだところである。
なお、今年度は、当該事業地

を含め５署で実施しており、う
ち、３署については伐採のみの
契約となっている。



委員会による意見の具申又は勧告内容 今回の審議案件については、適切に行われていたと判断す
［これらに対し部局長が講じた措置］ る。

事務局：北海道森林管理局総務企画部業務調整課

（注１） 必要があるときは、各事項を著しく変更することなく、所要の変更を加えることができる。

（注２） 公益社団法人等とは、公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益

社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第４２条第１項に

規定する特例社団法人又は特例財団法人を含む。）をいう。



北海道森林管理局入札監視委員会苦情処理会議審議概要

開催日及び場所 平成２８年３月２５日（金曜日） 第２会議室

委 員 荒 島 裕 雅 （荒島裕雅税理士事務所）
寺 田 昌 人 （寺田公認会計士事務所）
野 口 幹 夫 （中島・野口法律事務所）

申立日 件 名 契約方式 契約月日

再苦情申立概要 該当なし

意見・質問 回答

委員からの意見

・質問、それに

対する回答等

委員会による

意見の具申又は

勧告の内容
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